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合弁会社設立に関するお知らせ 

 

中国企業と合弁会社を設立する「合弁意向書」の締結及び「合弁契約書」の締結をしたことにつきまし

ては、平成18年３月29日付及び平成18年４月26日付にてお知らせしておりますが、この度、株式会社

原弘産（本社：山口県下関市、代表取締役：原將昭、以下「原弘産」という）並びに湘潭电机股份有限公

司（本社：中国湖南省湘潭市、代表者：周建雄、以下「湘潭电机」という）は、中国湖南省から設立認可

を正式に受けましたのでお知らせいたします。当会社の概要については下記のとおりです。 

なお、本日設立総会を開催及び第１回理事会を開催し今後の事業展開等につき協議を行っております。 

 

記 

 

１．新会社の概要 

（１）会 社 名    湖南湘电风能有限公司（注） 

              日本語名称：原弘産中国風力発電有限会社  

英語名称 ：Hunan Hara XEMC Windpower Co.,Ltd（注） 

               

（２）代 表 者    董事長 周 建雄（湘潭电机集団有限公司董事長、湘潭電機股份有限公司 

董事長）  

（３）所 在 地    中国湖南省湘潭市芙蓉路高新科技ビル10階 

  （４）主な事業内容   風力発電事業 

  （５）資 本 金    11,000万 人民元 

  （６）出資比率     株式会社原弘産50％ 

湘潭电机股份有限公司50％ 

  （７）設 立 日        平成18年６月９日（登録番号：企合湘潭総字第00341号） 

（８）役   員    ６名（双方３名ずつ 湘潭电机側：周 建雄、周 健君、陳 能 

                      原弘産側：原 將昭、園田 匡克、柴村 陽吉） 

  （９）従 業 員    当初10名前後でスタートし、１年後に150名体制を目指します。 

（10）決 算 期    12月 

 

 



（注）平成18年４月26日の発表時の中国名及び英語名を変更しております。 

（旧）中国名：湖南湘原風能有限公司 

（旧）英語名：Hunan Hara Xiang Windpower Co.,Ltd 

２．会社設立の目的 

  原弘産の持つ風力発電設備の技術及びノウハウと、湘潭电机の持つ製造力及び中国国内での信用力

を駆使し、今後３兆円規模（2,000KW相当で15,000基）の投資が見込まれる中国風車市場へ参入する

ものです。 

３．合弁会社の事業計画 

  （１）売上高 

      ２００６年度   約２０億円   （１４，０００万人民元） 

      ２００７年度   約１２０億円  （８４，０００万人民元） 

      ２００８年度  約２００億円 （１２８，０００万人民元） 

  （２）風車受注計画 

      ２００６年度    １０基 

      ２００７年度    ６０基 

      ２００８年度  １２０基 

４．今後の見通し 

   当合弁会社は、当社の持分法適用の関連会社となる予定ですが、平成19年２月期の連結業績に与え

る影響については設立初年度であるため軽微となる見込みです。 

５．ご参考       

   湘潭电机股份有限公司（上海証券取引所市場第１部、コード番号600416） 

   （１）代 表 者    周 建雄 董事長 

（２）本社所在地    中国湖南省湘潭市下摄司街302号 

（３）資 本 金    707,309,794元(2005年12月期) 

（４）売 上 高    1,780,093,410元(2005年12月期) 

（５）従 業 員    5,200人 

（６）事業内容     電車車両、各種発電機、鉱山掘削設備、鉱山運送設備、電気設備、 

300ＫＷ－1300ＫＷの風車用発電機の製造・販売 
      

株式会社原弘産（大阪証券取引所市場第２部、コード番号8894） 

   （１）代 表 者    原 將昭 

（２）本社所在地    山口県下関市幡生宮の下町26番１号 

（３）資 本 金    6,034,908,703円(2006年2月期) 

（４）売 上 高    24,414,798,738円(2006年2月期) 

（５）従 業 員    98人 

（６）事業内容        不動産分譲事業、不動産賃貸管理事業、環境事業 
以 上 


